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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業活動を支えている全てのステークホルダーの利益を尊重し、持続的な成長を通じて企業価値を高め社会に貢献するエクセレント・カ
ンパニーを目指しております。この実現のため、当社は、「監査等委員会設置会社」形態を採用し、コーポレート・ガバナンスを通じて経営の効率
性、透明性及び公正性の確保とさらなる充実を図ることを重要な課題と捉え、積極的な情報開示、役割と責任の明確化によるスピーディーな意思
決定、そして、客観的なチェック機能の強化に取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４】

当社は、機関投資家や海外投資家の比率が僅少であることから、当面、議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知の英訳は行わず、必
要に応じて適宜検討を行うこととしています。

【補充原則４－１－３】

当社は、現在、最高経営責任者（CEO)等の後継者の計画の策定及びその計画に対する取締役会での監督は行っておりませんが、後継者候補と
なり得る人材に対し、重要な研修への参加や経営会議をはじめとする重要会議への出席を促し、また、メンター制度や複数部門の経験を通じて、
将来の経営幹部の育成に努めております。

今後、最高経営責任者（CEO）等の後継者の具体的な計画の策定について検討して参る予定です。

【補充原則４－１０－１】

当社は、任意の指名・報酬委員会などの独立した諮問委員会を設置していませんが、取締役候補及び執行役員の選任やこれらの者の報酬の決
定については、取締役会の決議に先立ち、社外独立役員の意見を聴取する機会を設け、これを踏まえて取締役会に上程することとしておりますの
で、現行の仕組みで適切に機能していると考えております。今後は、諮問委員会の設置に関しても検討して参る予定です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

『上場株式の政策保有に関する方針』

当社は、当社の中長期的な企業価値を向上させることを目的として、取引先等との関係維持・強化のために取引先等である上場会社の株式を保
有することがあります。

上場株式を政策保有する場合、当社は、毎年、取締役会において、当社と保有先との取引の内容、当該取引の必要性、取引の規模、取引継続期
間、将来の見通し等を検証して保有の狙いを明確化し、株価下落リスクや配当等による株主還元を考慮してなお保有を継続する必要があるかに
ついて個別銘柄ごとに確認することとしております。

確認の結果、保有の狙いが当社の事業戦略と合致しない場合や保有に経済合理性が認められない場合など、継続保有の必要性が弱くなったと
認められる銘柄については、株式を保有しない場合の取引関係に生じる影響を個別に勘案して、売却等を検討することといたします。これらの取
組みにより、政策保有株式の縮減が進行していくものと考えております。

『政策保有株式に係る議決権行使に関する基準』

当社は、保有する政策保有株式の議決権行使について、主として当社の保有の狙いと合致するか否かという観点から賛否を検討した後、株主価
値の毀損につながらないか確認する社内手続を経て、議決権を行使することを基本方針としております。

【原則１－７】

『会社や株主共同の利益を害するおそれのある関連当事者間取引に係る適正手続の概要』

当社は、毎年、取締役会が、会社や株主共同の利益を害するおそれの大きいと予想される取引の類型を、相手方の属性と取引の種類・性質・金
額ごとに指定し、かかる類型の取引を実行するにあたっては、議案の提出者を予め取締役会で定めた特定部署に限定のうえ、取締役会に対して
事前承認を求め、事後報告することを義務付けております。

このほか、会社や株主共同の利益を害するおそれが一定程度予測される子会社（完全子会社除く）、関連会社、関連会社の子会社との取引は、
事前承認手続の段階において、会社や株主共同の利益を害するおそれがないかを確認することを義務付けております。

さらに、事後的に、サンプリングのうえ、独立当事者間取引に準じたものか否か分析し、取締役会で報告することとしています。

【原則２－６】

TOMOEGAWAグループでは、確定拠出年金制度を導入しているため、企業年金の積立金の運用はなく、財政状況への影響はありませんが、同制
度が従業員の老後資産形成をサポートすることを目的としていることに鑑み、確定拠出年金制度等の具体的な内容や金融商品の仕組みと特徴
等については、対象者に研修会の開催及び資料の提供を行う等必要に応じた措置を講ずるように努めております。

【原則３－１】

(１)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、TOMOEGAWAグループの企業活動の根幹をなす考え方として、「誠実」「社会貢献」「開拓者精神」を至上の行動原理とすることを「創業精
神」としこれを経営方針として堅持し、当社ホームページで公表しております。

この「創業精神」に定められた３つの理念は、当社の持続的発展のために日々その重要性を増しており、すべてのTOMOEGAWAグループ企業に



方向性を示し、ステークホルダーへ私たちの行動原理を示すものとして、「TOMOEGAWAグループ行動規範」に反映されております。当社は、これ
を継続的な活動を通じて実現してまいります。

当社の第６-２次中期経営計画のローリングプラン（最終年度）は、以下のURLの「第159回定時株主総会スライド（2018.06.26）」の12頁以後の中
で、開示しております。

http://www.tomoegawa.co.jp/ir/ir_topic/pdf/159soukai.pdf

当社の資本政策の基本方針は次のとおりです。

１．当社は、その強みを活かせる熱・電気・電磁波コントロール材料関連分野への積極的なリソース投入を主要な課題のうちの第一に掲げ、前記
の第６-２次中期経営計画の中で明確化しています。

２．上記の成長投資の実行等による既存事業の競争力強化を通じて収益力の向上を目指すとともに、資金を有効活用し、機動的な経営資源投入
を可能にする株主資本の充実と財務基盤の安定・強化を図りつつ、適切な株主還元も進め、資本効率の向上に努めてまいります。

３．当社は、中期的視点に立って着実に株主価値を向上させることを目標としており、株主に対する適正な利益還元を経営の最重要課題として位
置付け、配当につきましては、安定的な配当を継続実施していくことを基本方針としつつ、連結及び単体業績水準と、内部留保の確保や財務体質
の強化等を総合的に勘案して、機動的に決定してまいります。

(２)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

『コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方』

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「Ⅰ．１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

『コーポレートガバナンスに関する基本方針』

当社は、株式会社東京証券取引所の定めるコーポレートガバナンス・コードの各原則を尊重し、上記記載の基本的考え方に基づき、以下の基本
方針を定めております。

１．株主の権利・平等性の確保

株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行い、株主の視点に立って、株主の利益が不当に害されることのないよう配慮し、株主総会
における権利行使に係る適切な環境整備を行う。

２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働

企業活動を支えている従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホルダーの利益を尊重し、「創業精神」を踏まえ
て、ステークホルダーとの適切な協働に努める。

３．適切な情報開示と透明性の確保

会社を取り巻く全てのステークホルダーに対して、企業情報を「適時に」「正確に」「わかりやすく」「公平に」開示し、企業経営の透明性を一層高め
ていく。

４．取締役会の責務の遂行

取締役会は、持続的な成長を通じて企業価値を高め社会的に貢献するため、中期経営計画を定めて企業戦略の大きな方向性を示し、意思決定
の迅速性と公正性・透明性とのバランスを保った統治体制を構築することにより、課された役割・責務を適切に果たしていく。

５．株主との対話

企業活動を支える全てのステークホルダーの利益を尊重し、とりわけ株主との関係においては、持続的な成長を通じた企業価値の向上に資する
よう、良好な双方向のコミュニケーションの機会を設けるとともに、この目的を達成するための対話の質の向上に努める。

(３)取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

本報告書「Ⅱ．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

(４)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

『取締役会の構成に関する考え方及び経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針』

当社は、企業活動を支えている全てのステークホルダーの利益を尊重し、持続的な成長を通じて企業価値を高め社会に貢献するエクセレントカン
パニーを目指しております。

この実現のためには、企業経営に関する豊富な経験に基づく実践的な視点、業界・企業・市場動向や国際情勢に関する高い見識・洞察力・先見
性に基づく視点、財務・会計・法律・技術等の専門的・客観的な視点、ステークホルダーの視点等、多様な視点から、当社の直面する中長期の経
営課題に多角的かつ十分な検討を行い有益・適切な助言機能、監督・監視機能を果たすことが期待できる社外役員の存在が不可欠であると当社
は認識しており、適正な員数の社外役員を選任することを基本方針としております（2018年6月現在、社外取締役４名）。

取締役会における活発な討議を実現して社外役員の知見を活用するためには、一定数の内部の業務執行者を取締役会のメンバーとして確保す
ることもまた不可欠であることから、当社は、監査等委員以外の取締役と監査等委員である取締役の員数をそれぞれ５～７名、３～４名とすること
を基本方針としております。

一方、当社の事業は、技術開発を基盤に据え、創業以来培ってきた電気絶縁材料技術を活かした特殊紙製品から、最先端分野の高機能性材料
に至るまで多岐に亘っており、多様化し変化する顧客ニーズに応え続けるためには、当社の事業に精通するだけに留まらず、内部においても多様
なバックボーンに裏付けられた経験・知識を有する業務執行者の存在が不可欠となっております。当社は、これらの業務執行者を執行役員として
処遇し、一定の権限を取締役会から執行役員に委任することにより、意思決定の迅速性を図り、取締役会で担保されるべき公正性・透明性とバラ
ンスを保った統治体制を構築しております。他方、社外役員・社内役員共に上記の選任に係る基本方針に合致しないことが明らかになった場合に
は解任提案の対象とします。

『経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての手続』

当社は、取締役候補の指名や、執行役員の選解任を、上記方針に基づいて構成された取締役会において審議・決定しております。この中でも、取
締役候補の指名及びCEO, CFO等の経営陣幹部の選解任にあたっては、事前に社外独立役員の意見を聴取する機会を設け、これを踏まえて取

締役会に上程することとしております。また、監査等委員である取締役候補の指名にあたっては、事前に監査等委員会の同意を得ることとしており
ます。

(５)取締役会が上記(４)を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

2018年6月26日開催の第159回定時株主総会で選任された取締役の選任理由は、以下のURLの「第159回定時株主総会招集ご通知」の7頁以後
の中で、開示しております。

http://www.tomoegawa.co.jp/ir/ir_topic/pdf/20180601_1.pdf

【補充原則４－１－１】

当社は、法令上、取締役会における決議事項とすることが定められている事項、並びに、これに準ずる事項として、その重要性及び性質等に鑑み
取締役会における決議事項とすることが適当と認められる事項を取締役会規程に定めて、取締役会において決定しております。当該事項を除い
て、当社代表取締役社長をはじめとする当社の経営陣に当社の業務執行に関する決定を委任しております。

【原則４－９】

『社外役員の選任・独立性判断において参考とする基準』

会社法が定める社外性基準及び東京証券取引所が定める独立性基準を満たすことを前提として、次のとおり社外取締役の独立性を判断する際



に参考とする基準を定めております。

１．当社又は当社の子会社（当社の現在の子会社をいう。以下同じ。）の業務執行者でないこと

２．就任の前10年内において当社又は当社の子会社の業務執行者となったことがないこと

３．就任の前10年内において当社又は当社の子会社の非業務執行取締役（業務執行取締役に該当しない取締役をいう。以下同じ。）、会計参与
又は監査役であったことがある者にあっては、当該非業務執行取締役、会計参与又は監査役への就任の前10年内において、当社又は当社の子
会社の業務執行者となったことがないこと

４．直近事業年度において当社の連結売上高又は単体売上高のいずれかに占める割合が10%以上となる取引先又はその業務執行者でないこと

５．直近事業年度において当社の連結仕入高又は単体仕入高のいずれかに占める割合が10%以上となる取引先又はその業務執行者でないこと

６．直近事業年度において当社の借入金残高に占める割合が30%以上となる金融機関その他の大口債権者又はその業務執行者でないこと

７．直近事業年度において当社を主要な取引先（売上高の10%以上を当社に対するものが占める者を概ね基準とする）としないこと

８．直近事業年度において当社を主要な取引先とする団体（売上高の10%以上を当社に対するものが占める団体を概ね基準とする）の業務執行者
でないこと

９．直近３事業年度において、当社から役員報酬以外に平均で1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計専門
家又は法律専門家（それらが法人、組合等の団体である場合は、当社に対する経済的依存度が大きい団体（当該団体の受ける金銭その他の財
産上の利益のうち当社が提供する部分が10%以上となる団体を概ね基準とする）に現に所属している者）でないこと

１０．当社又は当社の子会社の直近事業年度の開始日から現在までにおける業務執行者であった者（重要でない者を除く。）の二親等内の親族
（離婚、離縁などによって親族関係が解消されている場合は除く。）でないこと

１１．当社の非業務執行取締役の二親等内の親族（離婚、離縁などによって親族関係が解消されている場合は除く。）でないこと

１２．上記４から９までのいずれか（重要でない者を除く。）の二親等内の親族（離婚、離縁などによって親族関係が解消されている場合は除く。）で
ないこと

１３．「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役員、及び使用人をいい、顧問契約者が業務執行者に該当するか否かを判断するにあたって
は、当該会社の業務執行機関の指揮命令を受けるべき立場に置かれているか、これに準じて当該会社に専属すべき拘束を受けているか、を基準
とすること

１４．「重要でない者」の判断においては、業務執行者については当該会社の役員・部長クラスの者であるか、上記９の監査法人に所属している者
については公認会計士、法律事務所に所属している者については弁護士であるか、を基準とすること

以上

【補充原則４－11－１】

上記【原則３－１】(４)『取締役会の構成に関する考え方及び経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針』をご参照くださ
い。

【補充原則４－11－２】

取締役及び監査役の兼任状況は、以下のURLの「第159回定時株主総会招集ご通知」の7頁から16頁、26頁、27頁及び29頁の中で、開示しており
ます。

http://www.tomoegawa.co.jp/ir/ir_topic/pdf/20180601_1.pdf

【補充原則４－11－３】

『2018年4月開催の取締役会において実施した取締役会の実効性に関する分析・評価の概要』

当社は、取締役会の規模・構成、準備・運営方法、議題の設定、報告・説明内容、審議状況等について、各取締役(監査等委員である取締役を含
む）による評価を実施し、これを踏まえて、取締役会において、取締役会全体の実効性について分析・評価を実施した結果、当社の取締役会の規
模・構成、準備・運営方法、議題の設定、報告・説明内容、審議状況等は、当社の現状に照らして概ね適切であり、取締役会全体について、その
求められる役割・責務を十分果たしているとの結論に至りました。

なお、第160期からは当社の全組織に管掌役員を設置するなどの工夫を行っており、社内社外の取締役の情報交換について一層の充実を図って
参ります。今後、毎年、同様の分析・評価の実施を行い、取締役会の機能向上に努めてまいります。

【補充原則４－14－２】

当社は、毎年取締役の研修実績について独立社外取締役を含む取締役会において報告を行うとともに、取締役に対するアンケート結果を踏まえ
て研修に関する事項を検討し、必要なトレーニングを実施してまいります。

【原則５－１】

『株主との建設的な対話に関する方針』

当社は、企業活動を支える全てのステークホルダーの利益を尊重しており、とりわけ株主との関係においては、当社の持続的な成長を通じた企業
価値の向上に資するよう、対話の質の向上に努めてまいります。これらの対話の質の向上を通じ、株主による長期保有の促進を目指して参りま
す。

１．株主との対話全般の統括を行う担当者の指定

古谷治正執行役員経営戦略本部長がIR担当として株主との対話全般の統括を行っております。

２．対話を補助する社内部門の有機的な連携のための方策

当社は、経営企画部門を中心に全社横断的に情報提供を求め、株主総会や株主の皆さまに送付する報告書でのわかりやすい説明を徹底してお
ります。

年１回実施する機関投資家向け会社説明会においては、経営企画部門を中心に、出席者の関心に応じた適切な担当部署と有機的に連携するこ
とにより、当社の事業への理解が深まるよう努めております。

３．対話の手段の充実に関する取組み

主要株主との個別面談のほか、前述の機関投資家向け会社説明会の実施や、株主総会での報告内容の充実、株主総会の際の当社製品等の企
画展示、株主向け年次報告書（BUSINESS REPORT）の発行、インターネット上でのIRサイトの活用など、株主・投資家の皆さまとの対話の促進に

努めております。

４．株主の意見・懸念の適切かつ効果的なフィードバックのための方策

毎年、株主との面談・対話の状況について、担当取締役が頻度・内容・出席者の反応等を中心に、取締役会において報告する体制を整えておりま
す。

５．対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策

当社は、情報開示の基本姿勢、基準、方法、社内体制等について、「情報開示基本方針（ディスクロージャー・ポリシー）」として定めて、以下のURL
で公表しております。

http://www.tomoegawa.co.jp/info/menseki.html

この中で「適時に」「公平に」開示する方針を明確にし、決算期日の翌日から決算発表日までを沈黙期間とし、この間、一部の方からの決算に関す
るお問い合わせに対して一切回答を差し控えることとしております。

このほか、社内規程として「内部者取引防止規程」を定め、未公表の重要事実の管理の徹底を図っております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

凸版印刷株式会社 5,697,000 10.96

栄紙業株式会社 3,336,497 6.42

昌栄印刷株式会社 3,314,000 6.37

鈴与株式会社 2,494,000 4.80

三井化学株式会社 2,439,000 4.69

株式会社三井住友銀行 1,979,579 3.81

巴川製紙取引先持株会 1,867,928 3.59

三弘株式会社 1,751,029 3.37

東紙業株式会社 1,736,604 3.34

井上善雄 1,500,391 2.88

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 パルプ・紙

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小森 哲郎 他の会社の出身者

鮫島 正洋 弁護士 ○

鈴木 健一郎 他の会社の出身者 ○

林　隆一 学者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小森 哲郎 ○ ○ ―――

小森氏は、当社との関係で一般株主と利益相
反の生じるような利害関係はなく、独立した立
場で当社の経営陣に気づきを与える貴重な助
言・提言を数多くいただいております。経営コン
サルタントや他社の業務執行取締役としての経
験と企業経営に関する卓越した識見・能力を活
かして、経営体制の更なる強化とより透明性の
高い経営実現への寄与を期待できるものと考
えております。



鮫島 正洋 ○ ○

鮫島氏は当社取引先である弁護士法人
内田・鮫島法律事務所の代表パートナー
でありますが、当社と同所との取引額は
合計しても当社連結売上高の1%未満に相
当し（第159期実績）、当社の定める独立
性の判断に関する基準に照らし、一般株
主と利益相反が生ずるおそれがないもの
と判断しております。

鮫島氏は、当社との関係で一般株主と利益相
反の生じるような利害関係はなく、弁理士、弁
護士であるとともに、企業の知財部門での豊富
な経験を活かし社外取締役の立場で外部的視
点に立って経営に関与していただいておりま
す。今後とも、引き続き理論及び実務経験の両
方から知財戦略及び取締役会の意思決定の
適正性について、貴重な助言をいただけるもの
と考えております。なお、同氏は弁護士法人の
代表者として会社に準じる組織の運営に関与し
ており、上記の理由を踏まえて、社外取締役と
してその職務を適切に遂行できるものと判断し
ております。

鈴木 健一郎 ○ ○

鈴木氏は当社取引先である鈴与株式会
社、鈴与商事株式会社、鈴与建設株式会
社、中日本バンリース株式会社、株式会
社エスパルスの業務執行者であります
が、当社とこれらの会社との取引額は合
計しても当社連結売上高の1％未満に相
当し（第159期実績）、当社の定める独立
性の判断に関する基準に照らし、一般株
主と利益相反が生ずるおそれがないもの
と判断しております。

鈴木氏は、当社との関係で一般株主と利益相
反の生じるような利害関係はなく、大手物流企
業グループの多数の業務執行取締役や社外
取締役を歴任して得られた経営経験を活かし、
社外取締役の立場で多角的視点での助言・提
言をいただいております。今後とも、引き続き有
用な助言・提言を期待できるとともに、経営体
制の更なる強化とより透明性の高い経営実現
への寄与を期待できるものと考えております。

林　隆一 　 ○

林氏は当社取締役就任前まで当社顧問
でありましたが、当社の業務執行機関の
指揮命令を受けるべき立場ではなく、当社
に専属するべき拘束を受けていないこと、
当社に対する経済的依存度も大きくない
こと(直近３事業年度報酬実績平均１千万
円未満）から、当社の定める独立性の判
断に関する基準に照らし、一般株主と利
益相反が生ずるおそれがないものと判断
しております。

林氏は、当社との関係で一般株主と利益相反
が生じるような利害関係はなく、グローバルな
大手化学会社において研究開発、営業、事業
企画等の重職を歴任し、また、数社の製造会
社の顧問や大学教授などに就任しており、これ
らの豊富な実務経験と高い見識は、当社の経
営体制の更なる強化と透明性の高い経営実現
への寄与を期待できるものと考えております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当社の監査等委員会補助スタッフの人事異動・人事評価・懲戒処分を行うにあたっては、当社の監査等委員会の同意を要することとしておりま
す。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社における内部監査部門は監査等委員会室とし、指揮命令権は、当社の各監査等委員である取締役及び当社の代表取締役社長の双方に属
します。監査等委員会室は、監査等委員会の職務を補助し往査等を行います。監査等委員会は、内部監査計画の策定に関与し、内部監査の結
果の報告を受けることとなります。監査等委員会又は監査等委員会室は、会計監査人である新日本有限責任監査法人と監査計画段階での事前
協議、監査報告段階での意見聴取に加え、監査実施過程においても随時協議します。

監査等委員会は、監査等委員会室その他内部統制システムにおけるモニタリング機能を所管する部署等のほか、コンプライアンス所管部門、リス
ク管理所管部門、経理部門、財務部門その他内部統制機能を所管する部署からも内部統制システムの構築・運用の状況について定期的かつ随
時に報告を受け、必要に応じて説明を求めることができることとしております。こうした連携体制が実効的に構築され、運用されるよう、監査等委員
会は、取締役又は取締役会に対して体制の整備を要請することとされております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

代表取締役及び執行役員兼務取締役の基本年俸、役位別に定める固定額の基本年俸と業績により加算減算する業績年俸とからなり、業績評価
の指標は事業利益と資本コストから一定の数式により算出した付加価値を基礎としております。その他の取締役の基本報酬は、役位別に定める
固定額の基本年俸によります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告において、各期に取締役へ支払った報酬の総額を記載しております。なお、有価証券報告書については、EDINET
（金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）を通じて公衆縦覧に供しており、事業報告（定時株主総会
招集通知提供書面）は、当社のホームページ（http://www.tomoegawa.co.jp）に掲載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社取締役の報酬等の額又はその決定に関する方針の内容及び決定方法は、監査等委員以外の取締役・監査等委員である取締役それぞれに
ついて、年俸制度規程、退職慰労金規程等として定めております。

代表取締役、執行役員兼務取締役及び常勤取締役の基本報酬は、役位別に定める固定額の基本年俸と業績により加算減算する業績年俸とか
らなり、業績に係る報酬原資がマイナスとなった場合には、基本年俸から減額されます。その他の取締役の基本報酬は、役位別に定める固定額
の基本年俸となります。

業績に係る報酬原資は、その４割が、基本年俸額と同じ比率で、基本年俸と業績年俸からなる報酬体系の取締役に按分され、残り６割が、当該取
締役のうち、代表取締役と執行役員兼務取締役に付与された業績ポイントに基づいて配分されます。業績ポイントは、評価軸を予め設定し、CEO
と常勤執行役員を兼務していない取締役（但し自身の報酬等に係る場合を除く）とによる審議・合議により算出する方法を採用しています。

代表取締役及び執行役員兼務取締役の退職慰労金は、退任時報酬月額、役位、在任年数によって算出される基準額に、就任時と退任時の株
価、キャッシュフロー、担当事業の利益の変化を加算減算して決定しております。その他の取締役の退職慰労金は、退任時報酬月額、役位、在任
年数によって算出される基準額に、就任時と退任時の株価とキャッシュフローの変化を加算減算して決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

１．提出日現在、当社の社外取締役4名中3名は、監査等委員である取締役であり、当社は、監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会
室を設置し、原則として複数名の監査等委員会補助スタッフを配置します。

２．社外取締役に対する情報伝達は、取締役会を通じて行われるほか、社外取締役のうち監査等委員である取締役に対しては、監査等委員会又
は監査等委員会補助スタッフを通じて情報伝達も行われます。また、当社は、情報交換・認識共有をすすめる機会の提供、発表方法や資料の工
夫など、社外役員制度を効率的に運用する取組みを推進しており、社外取締役からも能動的な働きかけが期待できるものと考えております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜業務執行、監査・監督の方法＞

当社では、コーポレート・ガバナンスの強化を図るために、取締役会本来の機能を強化するとともに、より効率的な業務執行を行うため、執行役員
制度を導入しております。

執行役員は、代表取締役社長（CEO）の指揮命令の下に取締役会で承認された範囲の業務を執行し、当該執行につき責任を負うものとしておりま
す。

取締役会は、業務執行の意思決定、取締役の職務執行の監督を行うとともに、執行役員の選解任、執行役員の業務の決定を行うものとしており
ます。また、取締役会は、全社的な経営に関わる事項に専念することにより、意思決定機能の充実化・迅速化を図るとともに、「監査等委員会設置
会社」の形態を採用することにより、業務執行の監督機能の強化を図り、複数名の社外取締役を招聘することにより、意思決定の妥当性・透明性
を高めております。

代表取締役社長（CEO）の諮問機関として経営会議、執行役員（事業部長等）の諮問機関として執行会議をそれぞれ設置し、重要事項の決定に際
しては、これらの会議体での意見を得て判断することとしております。

監査等委員会は監査等委員会の職責と心構え、監査等委員会の組織及び運営等、コーポレートガバナンス・コードを踏まえた対応、監査等委員
会の監査等の報告などの項目を定めた監査等基準に基づいて監査を行うものとされております。

監査等委員会は、重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査方針をたて、監査対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定のうえ、監査
計画を作成し、重要課題は重点監査項目として設定しております。当該監査方針及び監査計画に則り、監査等委員会は、取締役会その他重要会
議への出席、取締役及び使用人に対する調査、会社財産の現状等の把握、補助スタッフ等をして経営会議その他の重要会議への出席又は関係
資料閲覧をさせることによる重要な意思決定過程及び業務の執行状況の監査等の監査を実施してまいります。

会計監査人は新日本有限責任監査法人であり、その指定有限責任社員である公認会計士の氏名は、吉澤祥次、角田大輔であります。

＜監査等委員会の機能強化に関する取組状況＞

当社は、監査等委員会の職務を補助するため、監査等委員会室を設置し、原則として複数名の監査等委員会補助スタッフを配置します。また、監
査等委員会室その他内部統制システムにおけるモニタリング機能を所管する部署等のほか、コンプライアンス所管部門、リスク管理所管部門、経
理部門、財務部門、その他内部統制機能を所管する部署からも内部統制システムの構築・運用の状況について定期的かつ随時に報告を受け、
必要に応じて説明を求めることができることとしております。こうした連携体制が実効的に構築され、運用されるよう、監査等委員会は、取締役又
は取締役会に対して体制の整備を要請することとされております。

【監査等委員会】において記載のとおり、独立性の高い社外取締役を3名選任しております。

＜責任限定契約の内容＞

当社は、当社の取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度とする内容の会
社法第427条第１項の責任限定契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

効率性と迅速性を確保するために執行役員制度を採用する当社は、経営の公正性・透明性を保つため、業務執行の監督強化を重視する「監査等
委員会設置会社」の体制を採用しております。このため、複数の社外取締役を選任することに加え、監査等委員会の機能強化を図ることにより、
株主を含むステークホルダーの利益を担保するための経営監視を行っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 いわゆる集中日を回避した日程の設定に努めております。

その他 当社ホームページに招集通知を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに情報開示基本方針（ディスクロージャー・ポリシー）を公開
しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算・経営計画等の定期的な説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページ内にIR情報サイトを設け、決算短信、有価証券報告書、
BUSINESS REPORT、株主総会招集通知を公開しているほか、適宜、決算情

報以外の適時開示資料、機関投資家向け会社説明会資料、株主総会のスラ
イドなどIR関連のトピックスを公開しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営戦略本部が主にIRに関する業務を担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

TOMOEGAWAグループ行動規範において、ステークホルダーの立場の尊重について規定
しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境保全活動及びCSR活動の実施状況は、「社会・環境報告書」として取り纏め、当社
ホームページに公開しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

企業経営の透明性を一層高めていくため、全てのステークホルダーに対し企業情報を「適
時に」「正確に」「わかりやすく」「公平に」開示することを、情報開示基本方針（ディスクロー
ジャー・ポリシー）に定めております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社では、内部統制基本方針を定め、その体制構築を進めております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、当社及びグループ各社が、市民社会に脅威を与える反社会的勢力には毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断することを基本方針
としております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、「TOMOEGAWAグループ行動規範」及び「TOMOEGAWAグループコンプライアンス行動指針」において、当社及びグループ各社が、反社
会的勢力に毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断することを行動基準として定めております。

総務グループが反社会的勢力との対応を統括しており、反社会的勢力に関する情報を管理するとともに、対応マニュアルを整備し、適時、社内向
けの研修を行っております。

また、反社会的勢力からの不当な要求等に備え、平素より警察・弁護士等の外部専門機関と連携を保っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当事項はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制は、模式図（1）のとおりです。

【適時開示体制の概要】

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の概要は以下のとおりです。模式図（2）をご覧下さい。

１．情報開示の基本方針

当社は、会社を取り巻く全てのステークホルダーの皆様に対して、会社情報を「適時に」「正確に」「わかりやすく」「公平に」開示し、企業経営の透
明性を一層高めていくことを「情報開示基本方針」に定めております。

２．適時開示に係る社内体制の概要

（情報収集プロセス）

当社は、金融商品取引法の法令で定める会社情報及び株式会社東京証券取引所の定める会社情報の適時開示の統括部門を経営戦略本部と
定めております。当社及び当社グループ各社において当社グループに関する会社情報（決定事実、決算情報及び発生事実）が生じた場合、経営
戦略本部に速やかに情報が集約する体制をとっております。

（分析・判断プロセス）

経営戦略本部は、関連部署と連携し、当該会社情報の正確性を確認するとともに、法令及び適時開示規則等に準じて適時開示の必要性等につ
いて検討を行った上で開示資料を作成、所定の手続き（機関決定又は代表取締役社長決裁）により開示内容、開示要否につき承認を得ます。

（公表プロセス）

適時開示は、東京証券取引所の適時開示情報伝達システム（TDnet）を通じて行うとともに、当社ホームページに速やかに掲載することとしており
ます。

（適時開示体制のモニタリング）

監査等委員会による「監査等委員会監査等基準」に基づく監査のほか、内部監査部門による業務監査の実施により、適時開示に係る社内体制の
適正性の確保に努めております。
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【模式図（2）】 
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